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   「北広島市スポーツ振興計画」とは 

 

国は、平成 23 年に「スポーツ振興法」を 50 年ぶりに全面改正し、スポー

ツの推進のための基本的な法律として「スポーツ基本法」を施行し、法に基づ

き平成 24 年に「スポーツ基本計画」を策定しました。 

「スポーツ基本法」では市町村の努力義務として、「スポーツ基本計画」を

参酌して、その地方の実情に即したスポーツの推進に関する計画を定めるよう

努めるものとすると定められています。 

本市においては、これまで「北広島市総合計画（第 5 次）」及び「北広島市

教育基本計画」において、教育行政の中で、「健康づくりとスポーツ活動の推

進」に係る施策を展開し、スポーツの普及振興を図ってきましたが、スポーツ

を取り巻く環境の変化や令和 5 年 3 月の北海道ボールパーク F ビレッジの開

業を踏まえ、令和 3 年 2 月に、令和 13 年度までの 10 年間を計画期間とす

る、「北広島市スポーツ振興計画」を策定し、スポーツ施策の充実や環境の整

備に関する方向性を示しました。 

 

  中間年度の見直しの背景 

 

   「スポーツ基本法」は制定から14年が経過し、スポーツを通じた社会課題

の解決への期待の高まりなど、大きく変化するスポーツを取り巻く社会環境に

対応するため、令和7年6月に改正されました。 

本計画についても、策定から５年を迎え、2023年3月には北海道ボールパ

ークFビレッジが開業するなど、市内のスポーツ環境に大きな変化が生じてい

ます。 

このような状況において、10年計画の前半５年間の政策と施策を検証する

とともに、北広島市総合計画の見直しとの整合性を図りながら、後半５年間の

計画の見直しを行いました。 

 

  中間年度の見直しによる主な変更点 

 

   見直しにあたっては、スポーツの持つ価値や魅力を健康・体力づくりや教育

といった分野にとどまらず、幅広くまちづくりへ生かしていくという、北広島

市における「スポーツ」の捉え方の変化を踏まえ、修正を行っています。 

   また、同様の考えのもと、令和7年に中間見直しを行う北広島市総合計画に

おいて、スポーツに関する施策は第2章「学び合い心を育むまち」から第5章

「活力みなぎる産業と交流のまち」に移動されます。 

   これらの状況を踏まえ、現北広島市スポーツ振興計画におけるスポーツ施策

の基本的方向性も含め、スポーツ環境の変化や課題に適切かつ速やかに対処す

るため、必要な見直しを行ったほか、表現の修正を行っています。 

第１章 中間年度の見直しについて 
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  計画の位置づけ 

 

   本計画は、国のスポーツ基本法や北海道のスポーツ推進計画を踏まえながら、

北広島市の他の関連計画と連携し、上位計画である「北広島市総合計画（第 6

次）」の基本目標達成のため、スポーツ活動の推進の基本的な方向性及び具体

的な考え方を示すものです。 

   

 

 計画の期間 

 

本計画は、2021（令和３）年度から2030（令和12）年度までの計画期

間とします。

 

2



 
 

  

 

スポーツ（sports）とは、ラテン語の「deportare」（デポルターレ）

が語源とされており、この言葉には、「運び去る、運搬する」という意

味があります。ある場所から、運ぶ、移す、転換するの本質的な意味か

ら「気分を転じる」など精神的な面での「移動、転換」に変わり、その

中には「楽しむ、遊び」といった要素も含まれています。 

 

 

 国におけるスポーツの意義と役割 

 

スポーツ基本法の前文には、「スポーツは、世界共通の人類の文化である」

と明記され、「国民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む上で

不可欠のもの」とされています。そのスポーツ活動を通じ、心身の健康のみな

らず、活力に満ちた社会の形成や、人々の交流の創出など、様々な効果が期待

されています。 

なお、令和7年6月のスポーツ基本法の改正では「スポーツに親しむことの

できる機会の確保等」「多様な国民一人一人の生きがい及び幸福の実現」「スポ

ーツと文化芸術等の他の分野との連携」「スポーツの果たす役割における、い

わゆる『する』『見る』『支える』『集まる』『つながる』」ことによる、スポー

ツ施策の推進ついて新たに明記されています。 

 

【スポーツを通じて目指すべき社会の姿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツの意義や価値が広く共有 

 

＝「新たなスポーツ文化」の確立 

 

第２章 スポーツの定義 

スポーツを通じて全ての人々が幸福で豊かな生活を営むことができる社会 

 

○青少年が健全に育ち、他者との協同や公正さと規則を重んじる社会 

○地域の人々の主体的な協働により深い絆で結ばれた一体感や活力がある地域

社会 

○健康で活力に満ちた長寿社会 

○国民が自国に誇りを持ち、経済的に発展し、活力ある社会 

○国際的に信頼され、尊敬される国 

≪出典：スポーツ基本計画≫ 
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    北海道スポーツのめざす姿 

 

 第 3 期北海道スポーツ推進計画では、「スポーツの持つ力」を最大限活用し、「北

海道の潜在力」を発揮しながら、北海道スポーツのみらいをひらき、「将来にわた

る持続可能な社会の実現に寄与していく」とされています。 
 
 
  

≪出典：北海道スポーツ推進計画≫ 
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   身体活動・運動・スポーツ・競技スポーツの範囲 

  

  本計画においては、競技スポーツや健康づくりを目的とした運動、及びスポー

ツへの参加を通して目標に向かって努力することの価値を尊重しながら、楽しみ

や喜びを家族や仲間と共有し、心身の健康増進と活力溢れる地域社会づくりにつ

ながる身体活動及びその支援活動を「する」スポーツととらえます。 

また、「する」スポーツだけでなく、スポーツを身近に観戦することにより、

共感や感動を分かち合うことのできる「みる」スポーツ、ボランティアなどのス

ポーツ活動を支援する「ささえる」スポーツを通して、心身の健康増進と活力あ

ふれる地域社会づくりにつながる活動もスポーツととらえます。 

 

  

 

 

■身体活動・運動・スポーツ・競技スポーツの範囲■ 

5



 
 

  

  社会環境の変化 

 

スポーツ基本法の制定から14年が経過し、これまで、価値観の多様化やラ

イフスタイルの変化に併せ、スポーツを「する」「みる」「ささえる」といっ

た様々な関わり方を通じたスポーツ施策が展開されてきました。 

「する」スポーツは、障がい者や、子ども、高齢者などの、様々な人が楽し

むことがでるアダプテッドスポーツや自然環境を楽しむアウトドアスポーツ、

スケートボードなどコンクリートの上でも楽しめるアーバンスポーツなどた

くさんの新しい分野を生み出しました。 

「みる」スポーツとしては、日本のプロ野球やプロサッカーはもとより、他

のスポーツのプロ化や、プロスポーツチームの地方への分散、世界で活躍する

日本人選手が多く現れたことなどから、ますます関心が高まっています。 

「ささえる」スポーツにおいては、東京オリンピック・パラリンピックにお

ける、ボランティア応募数が約24万人にも及び、スポーツボランティアへの

関心がこれまで以上に高まっています。 

   また、東京オリンピック・パラリンピックを通じて、スポーツを通じた心身

の健康増進や地域経済の活性化、共生社会に向けた意識の更なる向上など、ス

ポーツが今後の社会の活性化に寄与する価値も改めて見いだされました。 

   このようなスポーツの果たす役割は、一人一人が、スポーツに親しみ、スポ

ーツを楽しみ、又はスポーツを支える活動に参画すること、スポーツに関し集

うこと、スポーツを通じてつながること等によって果たされるものであるとさ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３章 スポーツを取り巻く現状 
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  市のスポーツの特色 

   

スポーツ振興計画の策定にあたり市民ニーズ（市民のスポーツの現状や、スポ

ーツ施策等にどのような認識・評価をしているか）を把握するために平成 30 年

に市民意識調査を実施し、大きく「する」「みる」「ささえる」の３つの観点によ

り分析しました。 

今回、スポーツ振興計画の中間見直しにあたり、北海道ボールパーク F ビレッ

ジの開業等による市内スポーツ環境の大きな変化を踏まえるため、改めて市民意

識調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       上段：人 

                       下段：％ 

［第 1 回（平成 30 年 1 月実施）］ 

 

［第 2 回（令和 7 年 6 月実施）］ 

  

「スポーツ振興計画策定に係る市民意識調査について」 

・市民が市のスポーツ振興計画をどのように認識、評価等しているかを 

把握するために実施 

・第 1 回 平成 30 年 1 月 無作為抽出の市民 1,000 人を対象 

（回収率 43.9％） 

・第 2 回 令和 7 年 6 月 無作為抽出の市民 1,000 人を対象 

（回収率 32.7％） 

合計 18歳～19

歳

20歳～29

歳

30歳～39

歳

40歳～49

歳

50歳～59

歳

60歳～69

歳

70歳～ 無回答

全体 439 7 18 37 67 72 103 134 1

100.0 1.6 4.1 8.4 15.3 16.4 23.5 30.5 0.2

201 2 7 16 29 40 43 64 0

100.0 1.0 3.5 8.0 14.4 19.9 21.4 31.8 0.0

230 5 11 21 38 32 57 66 0

100.0 2.2 4.8 9.1 16.5 13.9 24.8 28.7 0.0

8 0 0 0 0 0 3 4 1

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 37.5 50.0 12.5

性

別

男性

女性

無回答

回答者の性別と年齢 

合計 18歳～19

歳

20歳～29

歳

30歳～39

歳

40歳～49

歳

50歳～59

歳

60歳～69

歳

70歳～ 無回答

全体 327 0 25 37 57 43 50 106 9

100.0 0.0% 7.6% 11.3% 17.4% 13.1% 15.3% 32.4% 2.8%

131 0 8 13 24 18 18 50 0

100.0 0.0% 8.0% 13.0% 24.0% 18.0% 18.0% 50.0% 0.0%

186 0 17 24 32 25 32 56 0

100.0 0.0% 9.1% 12.9% 17.2% 13.4% 17.2% 30.1% 0.0%

10 0 0 0 1 0 0 0 9

100.0 0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0% 90.0%

性

別

男性

女性

無回答
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運動・スポーツを今後行いたいと思っている 

運動実施頻度 

実施回数の多い種目 

「する」スポーツ 

 平成 30 年の結果と比較し、週に 1 回以上スポーツをすると回答した割

合が約 1 割増加したことから、健康意識の高まりが伺えます。 

 実施するスポーツは、引き続きウォーキングや散歩が多いことから、こ

れらを気軽に取り組むことができる環境が身近にあることが推測され

ます。 

運動・スポーツを過去 1 年間に行った 

77.3%

77.7%

20.7%

22.3%

2.1%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30

R7

行った 行わなかった 無回答

89.5%

90.8%

8.0%

9.2%

2.5%

0

10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30

R7

行いたい 行わない 無回答

44.2%

53.2%

46.9%

45.6%

8.9%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H30

R7

週１回以上 週１回未満 無回答
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「みる」スポーツ 

・平成 30 年の結果と比較し、直接スポーツ観戦をした割合は約 1 割増加

し、テレビやラジオでの観戦と合わせると、約 9 割の方がスポーツ観戦

をしています。 

・直接観戦した人のうち、91.5％（平成 30 年は 76.7%）が「プロ野球」

と回答しており、F ビレッジの開業により、野球観戦が身近になったこと

が読み取れます。 

観戦したスポーツ 

過去１年以内の直接スポーツ観戦状況 
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10.7%

7.0%

85.9%

92.7%

3.4%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30

R7

ある ない 無回答

23.7%

21.7%

62.4%

75.2%

13.9%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30

R7

したい したくない 無回答

スポーツボランティア参加の有無 

今後のスポーツボランティアへの参加意向 

参加したことのあるスポーツボランティア 

「ささえる」スポーツ 

・スポーツボランティアへの参加経験がある人は平成 30 年、令和 7 年と

も約１割でしたが、今後参加したいと回答した人が、その倍以上いたこと

から、参加に対して前向きな人が多いことが伺えます。 

・参加したことのあるスポーツボランティアは、プロチーム開催試合のお手

伝い」が平成 30 年から約 2 倍となっており、F ビレッジ開業後、プロ

チームのボランティアが身近になったことが伺えます。 
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  市内スポーツ施設位置図 

 

西部プール 

西の里ファミリー体育館 

輪厚児童体育館 

中央公民館 

総合体育館 

西の里住民プール 

東部住民プール 

白樺プール 

北広公園 

大曲ファミリー体育館 
大曲住民プール 

輪厚自然公園 

エルフィンロード 

トリムコース 

東部地区 

西部地区 

大曲地区 

西の里地区 

団地地区 

【所管区分】 

【機能別区分】 

テニスコート等 

体育館・体育施設等 

馬術場・スキー場・ランニングコース・サイクリングコース 

プール 

凡 例 

ゴルフ場・パークゴルフ場・ゴロッケー場 

公共施設 民間施設 
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 計画のめざす姿 

 

 

 

  

 

計画策定の趣旨、スポーツに関する現状と課題を踏まえ、すべての市民が、多様

なかたちでスポーツに親しみ、健康な体と心で豊かなスポーツライフを送ることが

できるよう、「スポーツに親しみ 元気あふれるまち きたひろしま」を計画のめ

ざす姿とします。 

 また、市民一人ひとりが育んできたスポーツ文化を一層発展させ、多くの人でに

ぎわう楽しめるまちの創出をめざします。そして、多くの人が集い、交流を深める

ことにより、新たな文化を創造し、その文化が経済や産業の発展につながる成長都

市をめざします。 

 

 

 

   計画の基本理念 

 

 

 

 

 

○明るく豊かで活力に満ち、市民誰もが、いつでも、どこでも、いつまでも気軽に

スポーツに親しむことができる、「スポーツが身近にあるまちの実現」 

○日常生活の中にスポーツを取り入れ、一人ひとりが自らの考えや好み、ライフス 

タイルに応じて、様々な形でスポーツを楽しむことができる「豊かなスポーツラ 

イフの創造」 

○本市がめざす都市像・人間像に共通する「未来を切り拓く」「成長に挑む」精神

を踏まえて、スポーツの新たな概念や種目、外部環境等の情勢を理解し柔軟に対

応することができる「スポーツによる新たな価値の創出」 

 

スポーツに親しみ
元気あふれるまち きたひろしま

第４章 計画の基本的な考え方 

スポーツが身近にあるまちの実現 豊かなスポーツライフの創造 

スポーツによる新たな価値の創出 
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本計画では、これら３つを基本理念とし、だれもが身近にスポーツに親しみ、関

わることができる環境を北広島市全体で連携・協力して、作り上げていくことを目

標としています。 

なお、「スポーツが身近にあるまちの実現」については、これまでの「生涯スポ

ーツ社会の実現」から理念を広げ、より幅広くスポーツの持つ価値や魅力をまちづ

くりへ生かしていくことを目指すものです。 

 「する」「みる」「ささえる」スポーツを通じて、より多くの皆さんにスポーツの

意義や価値が共有され、スポーツの力を最大限に生かしたまちづくりが進められる

よう、地域、学校、企業、民間スポーツ事業者等と行政との連携協力体制のもと、

基本理念の実現に向け、計画を推進します。 

 

  計画の基本目標 

 

 「めざす姿」の実現に向け、計画の基本理念に基づき、市総合計画（第６次）を

踏まえ、定めた基本目標について、スポーツの持つ価値や魅力を健康・体力づくり

や教育といった分野にとどまらず、幅広くまちづくりへ生かしていくという考えに

基づき、見直しを行うとともに、新たに「スポーツによるまちづくりの推進」を追

加しました。  

 また、基本目標を達成するための基本施策として、６つの基本施策を設定します。 
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●市民だれもが健康で生きがいのある生活が送れるよう、関係機関、企業等との

協働による各種スポーツ教室やスポーツイベントの推進、アダプテッド・スポ

ーツの普及を通じてスポーツによる交流の促進を図ります。 

●スポーツ推進委員やスポーツ協会等と連携し、スポーツに触れ、親しむ機会の

充実を図ります。 

●スポーツ観戦機会の促進、スポーツボランティア機会の拡充などにより、「み

る」「ささえる」スポーツの充実を図ります。 

【基本施策】 １．だれもがスポーツに親しむ機会の創出  
２．みる・ささえるスポーツ活動の推進 
 

 

  

 ●ジュニアスポーツ活動の振興を図るため、裾野拡大や選手の強化育成、指導者

の育成に取り組みます。 

●市民の国際大会や全国大会等への出場を支援するほか、スポーツ大会において

優秀な成績を収めた市民を表彰し、スポーツ活動を奨励します。 

●スポーツ協会やスポーツ少年団本部等と連携した取り組みにより、スポーツ選

手の支援を図ります。 

【基本施策】 3．アスリートの育成・支援体制の整備 
 

  

  

  ●市民が安全で安心してスポーツ・レクリエーション活動を行うことができる環

境を整えるため、スポーツ施設の計画的な整備・改修に取り組みます。 

●スポーツ活動への心理的、物理的なアクセスの障壁を取り除き、誰もが利用し

やすいスポーツ環境の整備を進めます。 

【基本施策】 4．スポーツ施設の適正な運営・管理と整備 
 

  

  

●プロスポーツチームとの連携により、スポーツによって生まれる熱気や感動を

市民が体感する機会を創出し、生きがいづくりにつなげます。 

●地域資源である北海道ボールパーク F ビレッジの機能を活用し、市民同士や地

域同士をスポーツで結び、スポーツによる豊かなコミュニティの創出を図りま

す。 

  ●広域的なスポーツイベントの開催により、スポーツによるまちの魅力発信やシ

ティプロモーションに取り組みます。 

【基本施策】 5．スポーツによるまちづくりの推進 
6．スポーツにおける新領域への挑戦 

基本目標４  スポーツによるまちづくりの推進 

基本目標１  スポーツライフの充実 

基本目標２  スポーツ選手の育成、支援、奨励 

基本目標３  スポーツ環境の整備 
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４   計画体系図 

 

 

３つの基本理念 6つの基本施策

基本目標1 健康・いきがい

みる・ささえる

基本目標2 競技支援

基本目標3 施設・環境の整備

基本施策４

スポーツ施設の適正な
運営・管理と整備

基本目標4
スポーツによる

まちづくり

新領域への挑戦

基本施策６

スポーツにおける
新領域への挑戦

基
本
理
念

基本目標 基本施策 施策の方向

⑤障がい者スポーツ・アダプテッド
  スポーツの推進

ス
ポ
ー

ツ
が
身
近
に
あ
る
ま
ち
の
実
現 基本施策２

みる・ささえる
スポーツ活動の推進

4つの基本目標

①幼児期からのスポーツ活動の基盤
  づくりの推進

スポーツが身近にあるまちの実現

豊かなスポーツライフ創造

スポーツライフの充実

基本施策1

だれもがスポーツに
親しむ機会の創出

②青少年期のスポーツ活動の推進

③ライフステージに応じたスポーツ
  活動の推進

④地域のスポーツ活動の推進

①「みる」スポーツ機会の充実

②スポーツを「ささえる」人材の育
　成・活躍の場の充実

豊
か
な
ス
ポ
｜
ツ
ラ
イ
フ
の
創
造

①未来のスポーツアスリート支援

スポーツが身近にあるまちの実現

スポーツによる新たな価値の創出

スポーツ選手の育成、
支援、奨励

基本施策３

アスリートの
育成・支援体制の整備

②スポーツ協会・スポーツ少年団等
　への支援

③地域特性を生かした競技スポーツ
  支援

④指導者の育成・支援

ス
ポ
｜
ツ
に
よ
る
新
た
な
価
値
の
創
出

①スポーツの持つ力とまちづくりの
  連携

基本施策５

スポーツによる
まちづくりの推進

②スポーツによるまちの魅力向上

③スポーツによる地域コミュニティ
  の活性化

豊かなスポーツライフ実現

スポーツによる新たな価値の創出

スポーツ環境の整備

スポーツによる新たな価値の創出

スポーツによるまちづく
りの推進

①計画的なスポーツ施設の整備・活
　用

②市内スポーツ既存施設の有効活用

①新たなスポーツスタイルへの支援

②官民一体となったスポーツ振興
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●現状と課題 

   市民意識調査の結果では、60 代以上の運動実施率が低下傾向であることから、

年齢や身体条件に関わらずスポーツを行う機会の提供が必要です。 

   また、子どものころからスポーツに親しむ機会の充実に対する要望も高まってお

り、引き続き、幼少期での運動に対する基盤づくりや、青少年期での運動習慣を身

につける取り組みが求められています。 

   障がい者や高齢者、子どもまで、様々な身体条件に合わせたスポーツが誕生して

おり、それらを活用し、障がいの有無や性差・世代を超えた交流ができるスポーツ

の促進が必要です。 

 

 

 

 

 

だれもがスポーツに親しむ機会の創出
基本
施策1

健康
いきがい

各ライフステージに応じた幅広いスポーツ活動と地
域コミュニティの充実

ポイント

①幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進
②青少年期のスポーツ活動の推進
③ライフステージに応じたスポーツ活動の推進
④地域のスポーツ活動の推進
⑤障がい者スポーツ・アダプテッドスポーツの推進

第５章 施策の展開 

市民自らがスポーツ活動を行う「する」スポーツへの支援だけではな

く、トップレベルの競技大会等の観戦や応援を通してスポーツにふれる

「みる」スポーツ、そして、スポーツ指導者やボランティアなどのスポー

ツ活動をサポートする「ささえる」スポーツという視点に着目し、市民誰

もが「いつでも どこでも いつまでも」スポーツに親しみ、スポーツを

楽しむことができる社会の実現、豊かなスポーツライフの創造、あわせ

てスポーツによる新たな価値の創出をめざし、施策を展開します。 
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●施策の方向 

遊びを通して乳幼児期にふさわしい体力づくりができるよう、関係機関・団体や

高等教育機関等と連携を図り、楽しみながら積極的にからだを動かせる場の提供や

情報の発信を通し普及・啓発に努めます。 

 

【主な事業】 ◆未就学児スポーツ教室の開催  

◆プロスポーツチームとの連携事業 

運動習慣が身についていない子どもに対する支援や子どもの多様な活動機会の

提供について学校や関係団体と連携した子どもの体力の向上に努めます。 

 

【主な事業】◆ジュニアスポーツ裾野拡大事業  

本市の健康づくりを推進する計画である「（第５次）健

康きたひろ２１」との整合性を図りながら、スポーツを

通じた市民の健康増進に取り組むとともに、各種スポー

ツ団体と連携しライフステージに応じたスポーツ事業

に取り組み、健康・生きがいづくりや多世代間、地域間

の交流を進めます。 

また、市民の求めに応じた出前講座や用具の貸し出しを通し、生活の中にスポー

ツを取り入れる支援を行うとともに、より身近なスポーツ活動の場として、各地区

体育館の有効かつ効率的な活用を図ります。併せて、スポーツ活動に対する心理的、

物理的な障壁を取り除き、誰もが気軽にスポーツにアクセスできる環境を整備しま

す。 

 

【主な事業】◆冬季健康づくり・体験トレーニングの開催  

◆手軽に取り組めるスポーツ実施機会の充実 

 ◆効果的な情報発信によるスポーツ機会の拡大 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 １．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ２．青少年期のスポーツ活動の推進 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ３．ライフステージに応じたスポーツ活動の推進 
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地域住民の健康づくりやまちづくりを目的とし、だれでも、どこでも、気軽に参

加できるスポーツの推進を図ります。 

また、スポーツを推進するため、各種スポーツ関係機関・団体による緩やかなネ

ットワークを構築し、相互に連携協力する体制づくりに努めます。 

 

【主な事業】◆市民スポーツ活動推進事業 ◆スポーツ関係団体意見交換会の開催 

◆スポーツ推進委員の取り組み ◆スポーツ出前講座の実施 

障がいのある方にとって、スポーツは健康増進やリハビリテーションに役立つと

ともに、自立と社会参加に向け、重要な役割を果たしていることから、関係機関・

団体等との連携を強化し、障がい者スポーツの環境づくりやスポーツ事業の充実を

図ります。 

また、アダプテッドスポーツの普及を通し、障がいの有無だけではなく、性差・

世代を超えた交流の促進に努めます。 

 

【主な事業】◆障がい者スポーツ活動支援 ◆アダプテッドスポーツ普及事業 

     ◆多世代型スポーツ交流の促進 

●成果指標  

 

 

 

 

 

44% 53％
［当初目標：70%］

75%

基本指標１
現状

2018年度
（市民意識調査による）

計画5年後現状
2025年度

（市民意識調査による）

計画１０年後目標
2030年度

市民のスポーツ実施率
（週に1回以上実施した人）

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ４．地域のスポーツ活動の推進 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ５．障がい者スポーツ・アダプテッドスポーツの推進 
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●現状と課題 

 近隣にスポーツ観戦ができる環境があることから、「みる」スポーツの充実や「さ

さえる」スポーツの参加機会を充実し、スポーツにふれる機会を増やすことが重要

です。 

 スポーツボランティアの参加は約 1 割程度となっており、今後の参加に向けて

は、イベント・大会の魅力の発信や身近な場所での開催が求められています。 

また、「ささえる」スポーツは、ボランティアだけでなく、家庭における食事での

サポートや地域でのスポーツ指導なども含まれることから、食育やスポーツ指導者

向けの研修なども必要とされています。 

●施策の方向 

スポーツをすることや、観ることによって快適で心地よい豊かな人生を送るため、

アマチュアスポーツも含めたスポーツ観戦機会の充実を図るとともに、スポーツを

より身近に体感してもらう取組みを通して「みる」スポーツの機会の充実に努めま

す。 

 

【主な事業】◆スポーツ観戦事業の実施  

 

 

 

 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 １．「みる」スポーツ機会の充実 
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「ささえる」スポーツの促進を図るため、スポーツ推進委員など地域でスポーツ

をささえる人材への支援に努め、関係機関・団体と連携しながら、スポーツボラン

ティアや指導者情報の提供に努めます。 

また、家庭や地域による応援を通したスポーツへの参画を推奨します。 

 

【主な事業】◆スポーツボランティア育成事業の検討  

◆スポーツボランティア情報提供の充実 

 

●成果指標 

 

 

 

 

  

11% 7％
［当初目標：20%］

30%

44% 54％
［当初目標：55%］

65%

スポーツボランティア参加率

スポーツ観戦率

基本指標２
現状

2018年度
（市民意識調査による）

計画5年後現状
2025年度

（市民意識調査による）

計画１０年後目標
2030年度

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ２．スポーツを「ささえる」人材の育成・活躍の場の充実 
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●現状と課題 

スポーツ協会・スポーツ少年団への補助金等の支援や、市民への大会出場費の

助成のほか、スポーツ賞等表彰式、アカデミー事業などの事業については、スポ

ーツに取り組む市民を支援するため、継続していくことが必要です。 

  また、市内に８つのゴルフ場がある特性を生かし、青少年期からゴルフに触れ

る機会を創出するため、スナッグゴルフを推進しています。また、北海道ボール

パーク F ビレッジの存在や連携協定を締結しているプロスポーツチームの資源

を活用した取り組みなど、本市ならではのアドバンテージを生かした競技スポー

ツの支援が必要です。 

  さらに、競技スポーツの指導者向けに、スポーツ指導者講習会を実施していま 

す。今後も指導者が求めている情報などを把握し、育成・支援していくことが必 

要です。 

●施策の方向 

未来のスポーツアスリート育成を目的に、ニーズに合わせて、スポーツアカデミ

ー事業の充実に努めます。 

また、国際・全国・全道規模のスポーツ大会に出場する選手（監督等）に対して

出場費用の一部を支援するとともに、スポーツ大会において優秀な成績を収めた選

手及びスポーツの振興に寄与した市民の功績を顕彰します。 

 

【主な事業】◆ジュニアスポーツ選手強化育成事業 ◆スポーツ大会出場費助成 

◆スポーツ賞・ジュニアスポーツ賞の表彰 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 １．未来のスポーツアスリート支援の場の充実 
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市民だれもが多様な形でスポーツに触れ、親しむ機会の充実とともに、競技力の

向上が両輪となったスポーツの振興を目指し、市内競技スポーツの振興のための競

技スポーツの魅力や楽しさの普及に努めるとともに、スポーツが生活の一部になる

各種の取組みに向け、市スポーツ協会や市スポーツ少年団本部などの主体的な活動

への支援に努めます。 

 

【主な事業】◆スポーツ協会活動支援事業 ◆スポーツ少年団育成事業 

      ◆総合型地域スポーツクラブ支援 

市内外を問わず、関係機関、団体と連携をしながら、市民の様々なスポーツの技

術力・競技力向上に努めるとともに、北海道ボールパーク F ビレッジや市内に８つ

のゴルフ場があることなどの様々なアドバンテージを生かしながら競技スポーツ

の支援に努めます。 

 

【主な事業】◆スポーツアカデミー事業の充実 

      ◆スナッグゴルフの普及促進 

      ◆野球競技の普及促進 

市スポーツ協会や市内企業・高等教育等機関と連携しながら、スポーツ指導者

の育成・支援に努めます。 

スポーツニーズを的確に把握し、スポーツ施策に反映できる仕組みづくりを進め、

スポーツを支える人材の発掘・育成・活用を図ります。 

 

【主な事業】◆スポーツ指導者育成事業  

●成果指標 

  

234人 439人
［当初目標：300人］

400人

基本指標３
現状

2019年度
計画5年後現状

2024年度
計画１０年後目標

2030年度

スポーツアカデミー事業の参加者
数

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ２．スポーツ協会・スポーツ少年団等への支援 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ３．地域特性を生かした競技スポーツ支援 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ４．指導者の育成・支援 
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●現状と課題 

日頃から健康に心がけている市民が多く、スポーツ施設の老朽化や交通アクセス

など施設の充実を望む声が高まる中、施設の利用しやすい管理運営やスポーツ施設

の適正配置と計画的な整備が求められています。 

また、既存施設の有効的・効果的な活用や企業・大学等も含めた有機的な連携に

よる施設の活用が求められています。 

   

●施策の方向 

本市のスポーツの将来を見据え、市全体や各地域のスポーツ施設の配置等を体系

的に整理し、より多くの市民がスポーツにふれる場を設けます。まちを代表するよ

うな拠点性や機能性に優れた施設を計画的に整備し、これまでのスポーツ施設の稼

働状況、各地域の人口推計、外部環境の変化等を勘案し、地域の実情に応じたスポ

ーツ施設充実を図り、スポーツ施設の価値向上に努めます。 

 

【主な事業】 ◆公共施設等総合管理計画に基づいたスポーツ施設の整備・活用 

◆緑葉公園体育施設等リニューアルの検討 

  

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 １．計画的なスポーツ施設の整備・活用 
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既存のスポーツ施設を効率的に活用するため、地域・学校・企業・民間スポーツ

事業者等を活用したスポーツ実施環境の充実を図ります。 

また、身近なスポーツ活動の場の一つとして、学校体育施設を地域住民が有効か

つ効率的に活用できるように、学校開放事業を継続して実施します。 

 

【主な事業】◆スポーツ情報システムの整備 

 ◆学校施設（体育館）開放事業の充実 

 

●成果指標  

 
 
 
 

257,755人
240,563人

290,000人

基本指標４
現状

2019年度
計画5年後現状

2024年度
計画１０年後目標

2030年度

スポーツ施設の利用者数
［当初目標：270,000人］

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ２．市内スポーツ既存施設の有効活用 
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●現状と課題 

 現在、北海道日本ハムファイターズをはじめとした５つのプロスポーツチームと

まちづくりのパートナーとして連携協定を締結しています。 

 スポーツを推進するにあたり、本市の魅力ある資源を生かし、まちづくりを進め

ることが望ましいことから、観光領域や健康領域など多様な分野との密接な連携が

必要です。 

 スポーツの価値は、観光領域や健康領域とも密接な連携が望まれ、スポーツの持

つ力をまちづくりにしっかり生かしていくことが求められています。 

 市民のスポーツに積極的に取り組む意識の醸成を図り、スポーツを通じた良好な

都市像を市内外に発信することが必要です。 
  

  

スポーツによるまちづくりの推進
基本
施策5

スポーツ
による

まちづくり

スポーツコミュニティの概念を取り入れたスポーツ
とまちづくりの広範囲な分野の連携

ポイント

①スポーツの持つ力とまちづくりの連携
②スポーツによるまちの魅力の向上
③スポーツによる地域コミュニティの活性化
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●施策の方向 

協定を締結しているプロスポーツチームとの

連携により、スポーツによって生まれる熱気や感

動を市民が体感する機会を創出し、生きがいづく

りにつなげるため、試合観戦やプレーヤーとふれ

る機会の拡充を図ります。 

スポーツ分野をはじめとして産業・経済や福

祉、文化など他の分野に効果を波及させ、本市の

地域活性化を図る仕組みづくりや良好な都市ブ

ランドの確立に努めます。 

 

【主な事業】◆オール北海道ボールパーク連携協議会との連携 

◆プロスポーツ選手に触れる機会の拡充 

◆地域一体となったプロスポーツチームの応援機運醸成 

 

本市の豊かな自然や人的財産、歴史的遺産のほか、北海道ボールパーク F ビレッ

ジなど本市ならではの特色ある資源を活用し、スポーツイベント等の開催を通し、

北広島市の良好な都市イメージ（スポーツのまち スポーツの先進地 など）を醸成・

発信する仕組みづくりを推進します。 

また、まちの魅力を積極的に情報発信し、スポーツを観光資源としてとらえ、交

流人口の拡大を図ります。 

 

【主な事業】◆観光と連携した事業の検討（スポーツツーリズム等）  

◆F ビレッジハーフマラソン  

  

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 １．スポーツの持つ力とまちづくりの連携 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ２．スポーツによるまちの魅力向上 
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スポーツには、心と身体を元気にするとともに、スポーツ活動を通し、仲間づく

りや交流といったコミュニケーションが活発になり、まちを元気にする効果があり

ます。このことから、関係団体と連携したスポーツの魅力や楽しさを感じる機会の

創出を通して、スポーツによる地域コミュニティの活性化に努めます。 

 

【主な事業】◆プロスポーツチームとの連携事業の拡充 

      ◆スポーツ協会や各地区生涯学習振興会等の連携の拡充 

◆北海道ボールパーク F ビレッジの機能を活用したスポーツコミュニ 

ティの活性化 

 

●成果指標 

 
 

 

  

68% 71％
［当初目標：70%］

75%
スポーツ・レクリエーション活動
に親しむ機会や環境の充実に対す
る満足度

基本指標５
現状

2018年度
（市民意識調査による）

計画5年後現状
2024年度

（市民意識調査による）

計画１０年後目標
2030年度

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ３．スポーツによる地域コミュニティの活性化 
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●現状と課題 

 スポーツを取り巻く環境が日々変化している中、これまでスポーツ領域でと  

らえていなかった競技がオリンピック・パラリンピック種目になるなど、新たなス

ポーツのとらえ方が必要となり、スポーツを取り巻く環境変化への対応（アーバン

スポーツ・ｅスポーツなど新種目への対応）が求められています。 

また、AI 技術などのハイテクノロジーと融合したスポーツ種目やスポーツ産業な

ども今後台頭してくることが予想され、新たなスポーツ産業で創出されるスポーツ

の価値と魅力を生かしていくことが必要となり、官民連携のスポーツ振興に結びつ

くプラットフォームづくりが必要です。 

 

●施策の方向 

近年では、若者の支持を集めるアーバンスポーツ（スケートボードやBMX，ス

ポーツクライミングなど）がオリンピック・パラリンピックで正式種目に採用さ

れ、コンピュータゲームにより対戦する競技であるｅスポーツなど、新しいスポ

ーツが多数誕生しています。 

これらの新しいスポーツに関しても理解の促進を図り、普及・振興を支援しま

す。 

【主な事業】◆アーバンスポーツ、ｅスポーツ等の理解・促進 

      ◆アーバンスポーツ普及振興に向けたイベントの実施 

 

 

スポーツにおける新領域への挑戦
基本
施策6

新領域
への
挑戦

多様化するスポーツや新たな領域への対応と、ス
ポーツに関する産業との連携によるスポーツの振興

ポイント

①新たなスポーツスタイルへの支援
②官民一体となったスポーツ振興

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 １．新たなスポーツスタイルへの支援 
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 スポーツの新たな価値や魅力を生かした、官民連携によるスポーツ施設の活用

に向けたプラットフォームづくりや、施設のみならず、イベントにおいての命名

権や協賛などの仕組みを取り入れることで、まちの活性化をめざします。 

また、CSR(企業の社会的責任)活動の一環としてスポーツを通じた次世代育成を

図るといった事例も増えており、スポーツを通じて社会貢献につなげることができ

る体制整備に努めます。 

 

【主な事業】◆官民一体で取り組むプラットフォームづくり 

◆官民連携スポーツ事業の充実 

 

 

 

 

１．幼児期からのスポーツ活動の基盤づくりの推進 ２．官民一体となったスポーツ振興 
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   計画の推進 

 

本計画を推進していくためには、市民、スポーツ関連事業者、スポーツ関連団体、

行政（本市）の各主体の役割を明確にし、相互の連携を図りながら一体となって取

り組んでいく必要があります。 

 

【市民の役割】 

▶本計画の趣旨を理解し、健康や体力づくりに関心をもち、様々なスポーツ活 

動の主体的な取り組みが期待されます。 

 

▶地域コミュニティを活性化し、地域の一体感や活力を醸成するため、スポー 

ツに関する地域行事やスポーツボランティアなどの「ささえる」活動等の積 

極的な取り組みが期待されます。 

 

【スポーツ関連事業者団体の役割】 

▶スポーツ関連事業者は、スポーツが市民生活及び地域社会において果たす役 

割の重要性を鑑みて、スポーツの推進に積極的な役割を果たすことが期待さ 

れます。 

 

  ▶スポーツ関連の各種団体は、地域に根差した活動を通して競技レベルの向上 

を図るとともに、指導者の確保と育成を図り、様々なスポーツ交流に取り組 

むことが期待されます。 

 

【北広島市の役割】 

▶国・道・周辺市町村や関係機関との連携によりスポーツ施策の総合的な取組 

を推進します。 

 

▶スポーツ情報の収集、分析、提供を行うとともに、スポーツ関連団体や地域 

との連絡調整を密にし、協働による施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

第６章 計画の実現に向けて 
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   進行管理 

 

【スポーツ振興推進体制組織機構図】 

 
 

【スポーツ推進状況の把握と検証】  

本計画の進捗並びに目標達成状況の把握については、スポーツに関する事業など

を行っている機関や団体とスポーツ政策に関する意見交換会を実施しながら、スポ

ーツ現場におけるニーズや施策の効果等について把握するとともに、北広島市スポ

ーツ協会・スポーツ少年団本部への支援を通し、現状の把握に努めます。 

庁内においては、関係部局によるネットワーク会議を開催し計画内容の確認や情

報共有を図るとともに、各種取組の連携などについて意見交換を行います。 

また、プロスポーツチームや北広島市スポーツ推進委員との連携を通し、各施策

の推進に努めます。 

これらの取組から得られた情報や各施策の効果などについて、検証した内容を

「北広島市スポーツ推進審議会」において審議を行い、当審議会における意見等を

踏まえながら、ＰＤＣＡサイクルの手法に基づき施策や事業の見直しと改善を図り

ながら、現状に合わせた柔軟な計画の推進に努めていきます。 
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資料-1 

平成 30 年 11 月 21 日 

 

北広島市スポーツ推進審議会 

会長  侘 美  靖  様 

 

北広島市教育委員会  

教育長 𠮷田 孝志  

 

（仮称）北広島市スポーツ振興計画（案）の策定について（諮問） 

 

 北広島市スポーツ推進審議会に関する条例第 2条の規定に基づき、（仮称）北広島市スポーツ振

興計画（案）の策定について貴審議会に諮問いたします。 

 

記 

【諮問の主旨】 

  国は、平成２３年に「スポーツ振興法」を５０年ぶりに全面改正し、スポーツの推進のための基本的

な法律として「スポーツ基本法」を施行し、法に基づき平成２４年に「スポーツ基本計画」を策定しま

した。「スポーツ基本法」では市町村の努力義務として、「スポーツ基本計画」を参酌して、その地方の

実情に即したスポーツの推進に関する計画を定めるよう努めるものとすると定められているところで

す。 

  本市においては、日本ハムファイターズボールパークの決定や平成３２年に開催される「東京オリン

ピック・パラリンピック」などにより、市民のスポーツによる「人づくり」や「まちづくり」に対する

興味・関心や機運はこれまで以上に高まり、本市としてのスポーツ施策の充実や環境の整備に関する、

スポーツに特化した計画は必要となります。 

以上のことから本市の実情に即し、「北広島市第 6 次総合計画」「北広島市教育基本計画」との整合性

も図りながら、新たなスポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進する「（仮称）北広島市スポー

ツ振興計画（案）」の策定について諮問するものであります。 

(教育部社会教育課)  

 



資料-2 

 

令和元年12月12日 

 

  北広島市教育委員会 

  教育長 吉田 孝志 様 

 

 

北広島市スポーツ推進審議会 

会 長  侘 美  靖 

                          

                          

 

   （仮称）北広島市スポーツ振興計画（案）の策定について（答申） 

 

  

  

  平成30年11月21日付けで諮問のありました「（仮称）北広島市スポーツ

振興計画（案）の策定」について、当審議会は8回の会議を開催し、慎重

に審議を重ねた結果、別紙「北広島市スポーツ振興計画（案）」素案の内

容においては、概ね適当と認め、下記の意見を付して答申します。 

 

記 

 

1．本答申については、スポーツに特化した10年後の本市をイメージしたも

のとなっていることから、計画策定においては、本市の将来ビジョンや各

種計画との整合性を図りながら策定されるよう求めます。 

 

2．2023年に北海道日本ハムファイターズの新球場を中心とした（仮称）北

海道ボールパークが開業することとなっており、スポーツを取り巻く環境

も大きく変化することが予想されることから、開業後の状況変化に合わせ

た計画の見直しを行うことを求めます。 

 

3．時代の急速な変化は著しく、計画策定後は計画の有無にかかわらず、時

代の求めや市民の求めに応じた施策の展開も視野にスピード感を持ったス

ポーツの振興に努められることを求めます。 

 

4．計画策定はもとより実効性が大切であると同時に、他の関係部局との連

携は必要不可欠です。そのため、「スポーツ健康ネットワーク」や庁内連

携調整会議などの推進体制の整備を求めます。 



番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

備考

平成30年4月1日～

臨時委員

臨時委員

北広島市スポーツ推進審議会　名簿

副会長

副会長

任期
平成31年4月23日まで

侘美
たくみ

　靖
やすし

大学教授

氏
ふり

　　　名
がな

備考 役職

会長

久保田
くぼた

　智
さとし

総合型地域ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ関係者

寺田
てらだ

　清隆
きよたか

北広島市体育協会副会長

御幸
み ゆ き

　保宏
やすひろ

大曲小学校　教諭

佐藤
さとう

　鶴
か

代
よ

美
み

北広島市ｽﾎﾟｰﾂ少年団本部常任委員

臨時委員

河上
かわかみ

　愛
え

理子
り こ

ｽﾎﾟｰﾂ推進委員副委員長

谷口
たにぐち

　博之
ひろゆき

ｽﾎﾟｰﾂ推進委員長

工藤
く ど う

祐
ゆ

香子
か こ

ﾀﾞﾝｽｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ

臨時委員

碓井
う す い

　琴音
こ と ね

車椅子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ選手
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番号

1

2

3

4

5

備考

令和6年4月1日～

北広島市スポーツ推進審議会　名簿

副会長

寺田
てらだ

　清隆
きよたか 北広島市スポーツ協会副会長

北広島市スポーツ少年団本部長

氏
ふり

　　　名
がな

備考 役職

会長

佐藤
さとう

　鶴
か

代
よ

美
み

北広島市ｽﾎﾟｰﾂ少年団本部常任委員

碓井
う す い

　琴音
こ と ね

車椅子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ選手

伊藤
い と う

　裕康
ひろやす

大学教授

柳沼
やぎぬま

　浩
ひろし

健康運動指導士
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北広島市スポーツ振興計画策定の取組経過 

 

【年 月】 【内   容】 

平成 30年 1 月 15 日 

  ～1月 31 日 

 

     3 月中 

 

     6 月 27 日 

     7 月 24 日 

     8 月 29 日 

 

     10 月 29 日 

 

     11 月 21 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     12 月 17 日 

 

 

平成 31年 1 月 31 日 

 

 

平成 31年 3 月 19 日 

 

 

 

令和元年 5月 28 日 

市民意識調査の実施 

調査対象 18 歳以上の市民 1,000 人（層化抽出法による抽出） 

 

市民意識調査結果とりまとめ 

 

第 1 回北広島市スポーツ政策意見交換会の実施（参加者 26名） 

第 2回北広島市スポーツ政策意見交換会の実施（参加者 24名） 

第 3回北広島市スポーツ政策意見交換会の実施（参加者 27名） 

 

北広島市スポーツ政策意見交換会意見とりまとめ 

 

北広島市教育委員会からスポーツ振興計画の策定について北広

島市スポーツ推進審議会に諮問 

 

平成 30 年度第 3回スポーツ推進審議会開催（出席委員 9名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)策定の背景と趣旨

について ほか 

 

北広島市スポーツ推進審議会に関する条例第 3 条に基づき、ス

ポーツ振興計画に関する調査審議するため臨時委員を委嘱し、

9名体制として実施。 

 

 スポーツ推進審議会委員 

（委員長）侘美 靖 

（委員）久保田 智 ・ 寺田 清隆 ・ 佐藤 鶴代美 

    御幸 保宏 

（臨時委員）谷口 博之・ 河上 愛理子・工藤 祐香子 

      碓井 琴音 

 

第 4 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 8名） 

議題：北海道日本ハムファイターズが描くボールパーク等につ

いて 

第 5回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 5名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 

第 6回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 6名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 

 

第 2 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 5名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 
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【年 月】 【内   容】 

令和元年 7月 23 日 

 

      

     10 月 31 日 

      

 

     12 月 12 日 

 

 

 

 

     12 月 19 日 

 

 

令和 2年 11 月 6日 

 

 

11 月 18 日 

 

    12 月 15 日 

 

 令和 3年 1月 15 日 

 

    2 月 3日 

 

 

 

 

令和 7年 6月 1日  

～6 月 30 日 

 

8 月中 

 

9 月 18 日 

 

 

10 月 22 日 

 

 

11 月 25 日 

 

 

12 月 16 日 

 

第 3 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 5名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画(案)のテーマ・施策等

について ほか 

第 5回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 8名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画素案(案)について 

   ほか  

第 6 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 7名） 

議題：(仮称)北広島市スポーツ振興計画素案(案)について 

   ほか 

   これまでの審議会での議論を取りまとめ答申書を決定 

 

北広島市スポーツ推進審議会から北広島市教育委員会に対し答

申 

 

第 14 回教育委員会会議にて、パブリックコメントのための原

案決定 

 

庁議にて、パブリックコメントのための原案決定 

 

パブリックコメント開始 

 

パブリックコメント終了 

 

第 2 回教育委員会会議 

 北広島市スポーツ振興計画決定 

 

＜中間年度見直し＞ 

 

市民意識調査の実施 

調査対象 18 歳以上の市民 1,000 人（層化抽出法による抽出） 

 

市民意識調査結果とりまとめ 

 

第 1 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 4名） 

議題：北広島市スポーツ振興計画の改定について ほか  

 

第 2 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 4名） 

議題：北広島市スポーツ振興計画改定版素案(案)について ほか 

 

第 3 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 4名） 

議題：パブリックコメントのための原案決定 ほか  

 

庁議にて、パブリックコメントのための原案決定 

 



資料-7 

12 月 19 日 

 

 

12 月 22 日 

 

 令和 8年 1月 20 日 

 

    1 月 22 日 

 

 

2 月 4 日 

 

3 月 5 日 

 

 

3 月 12 日 

 

 

3 月 25 日 

 

建設文教常任委員会（北広島市スポーツ振興計画見直し原案に

ついて） 

 

パブリックコメント開始 

 

パブリックコメント終了 

 

北広島市スポーツ推進審議会への報告（北広島市スポーツ振興 

計画改定版について） 

 

庁議（北広島市スポーツ振興計画改定版について） 

 

建設文教常任委員会（北広島市スポーツ振興計画改定版につい

て） 

 

第 4 回北広島市スポーツ推進審議会開催（出席委員 5名） 

議題：北広島市スポーツ振興計画（改定版）の決定 ほか  

 

北広島市スポーツ振興計画（改定版）決定 
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スポーツ基本法 

スポーツ振興法(昭和三十六年法律第百四

十一号)の全部を改正する。 

目次 

前文 

第一章 総則(第一条―第八条) 

第二章 スポーツ基本計画等(第九条・第十

条) 

第三章 基本的施策 

第一節 スポーツの推進のための基礎的

条件の整備等(第十一条―第

二十条) 

第二節 多様なスポーツの機会の確保の

ための環境の整備(第二十一

条―第二十四条の二) 

第三節 競技水準の向上等(第二十五条

―第二十八条) 

第四節 スポーツの公正及び公平の確保

等(第二十九条―第二十九条

の五) 

第四章 スポーツの推進に係る体制の整備

(第三十条―第三十二条) 

第五章 国の補助等(第三十三条―第三十

六条) 

附則 

スポーツは、世界共通の人類の文化である。 

スポーツは、心身の健全な発達、健康及び

体力の保持増進、精神的な充足感の獲得、自

律心その他の精神の涵
かん

養等のために個人又は

集団で行われる運動競技その他の身体活動で

あり、今日、国民が生涯にわたり心身ともに

健康で文化的な生活を営む上で不可欠のもの

となっている。スポーツを通じて幸福で豊か

な生活を営むことは、全ての人々の権利であ

り、全ての国民がその自発性の下に、人種、

性別、年齢、障害の有無等にかかわらず、各々

の関心、適性等に応じて、安全かつ公正な環

境の下で日常的にスポーツに親しみ、スポー

ツを楽しみ、又はスポーツを支える活動に参

画することのできる機会、スポーツに関し集

う機会、スポーツを通じてつながる機会等が

確保されることにより、多様な国民一人一人

が生きがいを持ち幸福を享受できるようにす

るとともに、豊かさを実感できる社会の実現

が図られなければならない。 

スポーツは、次代を担う青少年の体力を向

上させるとともに、他者を尊重しこれと協同

する精神、公正さと規律を尊ぶ態度や克己心

を培い、実践的な思考力や判断力を育む等人

格の形成に大きな影響を及ぼすものである。 

また、スポーツは、人と人との交流及び地

域と地域との交流を促進し、地域の一体感や

活力を醸成するものであり、人間関係の希薄

化等の問題を抱える地域社会の再生に寄与す

るものである。さらに、スポーツは、心身の

健康の保持増進にも重要な役割を果たすもの

であり、健康で活力に満ちた長寿社会の実現

に不可欠である。 

スポーツ選手の不断の努力は、人間の可能

性の極限を追求する有意義な営みであり、こ

うした努力に基づく国際競技大会における日

本人選手の活躍は、国民に誇りと喜び、夢と

感動を与え、国民のスポーツへの関心を高め

るものである。また、スポーツと文化芸術と

の連携が、人々に感動と希望をもたらし、人々

の創造性を育み、人々が共に生きる 絆
きずな

の形成

に広く寄与するなど、スポーツと他の分野と

の連携は、多様な国民一人一人の幸福の享受

及び豊かさを実感できる社会の実現により一

層つながるものである。これらを通じて、ス

ポーツは、我が国社会に活力を生み出し、国

民経済の発展に広く寄与するものである。さ

らに、スポーツの国際的な交流や貢献が、国

際相互理解を促進し、国際平和に大きく貢献

するなど、スポーツは、我が国の国際的地位

の向上にも極めて重要な役割を果たすもので
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ある。 

そして、地域におけるスポーツを推進する

中から優れたスポーツ選手が育まれ、そのス

ポーツ選手が地域におけるスポーツの推進に

寄与することは、スポーツに係る多様な主体

の連携と協働による我が国のスポーツの発展

を支える好循環をもたらすものである。 

このような国民生活における多面にわたる

スポーツの果たす役割は、多様な国民一人一

人が、スポーツに親しみ、スポーツを楽しみ、

又はスポーツを支える活動に参画すること、

スポーツに関し集うこと、スポーツを通じて

つながること等によって果たされるものであ

り、その重要性に鑑み、スポーツ立国を実現

することは、将来における我が国の発展のた

めに不可欠な重要課題である。 

ここに、スポーツ立国の実現を目指し、国

家戦略として、スポーツに関する施策を総合

的かつ計画的に推進するため、この法律を制

定する。 

(令七法七一・一部改正) 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、スポーツに関し、基本

理念を定め、並びに国及び地方公共団体の

責務並びにスポーツ団体の努力等を明らか

にするとともに、スポーツに関する施策の

基本となる事項を定めることにより、スポ

ーツに関する施策を総合的かつ計画的に推

進し、もって国民の心身の健全な発達、明

るく豊かな国民生活の形成、活力ある社会

の実現及び国際社会の調和ある発展に寄与

することを目的とする。 

(基本理念) 

第二条 スポーツは、これを通じて幸福で豊

かな生活を営むことが人々の権利であるこ

とに鑑み、人種、性別、年齢、障害の有無

等にかかわらず、国民が生涯にわたりあら

ゆる機会とあらゆる場所において、自主的

かつ自律的にその適性及び健康状態に応じ

て行うことができるようにすることにより、

多様な国民一人一人が生きがいを持ち幸福

を享受できるようにするとともに、豊かさ

を実感できる社会を実現することを旨とし

て、推進されなければならない。 

2 スポーツは、とりわけ心身の成長の過程に

ある青少年のスポーツが、体力を向上させ、

公正さと規律を尊ぶ態度や克己心を培う等

人格の形成に大きな影響を及ぼすものであ

り、国民の生涯にわたる健全な心と身体を

培い、豊かな人間性を育む基礎となるもの

であるとの認識の下に、学校、スポーツ団

体(スポーツの振興のための事業を行うこ

とを主たる目的とする団体をいう。以下同

じ。)、家庭及び地域における活動の相互の

連携を図りながら推進されなければならな

い。 

3 スポーツは、人々がその居住する地域にお

いて、主体的に協働することにより身近に

親しむことができるようにするとともに、

これを通じて、当該地域における全ての世

代の人々の交流が促進され、かつ、地域間

の交流の基盤が形成されるものとなること

等により、地域振興に資するよう推進され

なければならない。 

4 スポーツは、スポーツを行う者の心身の健

康の保持増進及び安全の確保が図られると

ともに、これを通じて、健康で活力に満ち

た長寿社会の実現に資するよう推進されな

ければならない。 

5 スポーツは、障害者をはじめとする全ての

国民が自主的かつ積極的にスポーツを行う

ことができるよう、障害の種類及び程度そ

の他の事由に応じ必要な配慮をしつつ、共

生社会の実現に資することを旨として、推

進されなければならない。 

6 スポーツは、我が国のスポーツ選手が国際

競技大会(オリンピック競技大会、パラリン
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ピック競技大会、デフリンピック競技大会、

スペシャルオリンピックス世界大会その他

の国際的な規模のスポーツの競技会をいう。

以下同じ。)又は全国的な規模のスポーツの

競技会において優秀な成績を収めることが

できるよう、スポーツに関する競技水準(以

下「競技水準」という。)の向上に資する諸

施策相互の有機的な連携を図りつつ、効果

的に推進されなければならない。 

7 スポーツは、スポーツに係る国際的な交流

及び貢献を推進することにより、国際相互

理解の増進及び国際平和に寄与するものと

なるよう推進されなければならない。 

8 スポーツは、障害者基本法(昭和四十五年

法律第八十四号)、男女共同参画社会基本法

(平成十一年法律第七十八号)、性的指向及

びジェンダーアイデンティティの多様性に

関する国民の理解の増進に関する法律(令

和五年法律第六十八号)その他の関係法律

の規定を踏まえ、スポーツを行う者に対し、

不当に差別的取扱いをせず、また、スポー

ツに関するあらゆる活動を公正かつ適切に

実施することを旨として、スポーツにおけ

るドーピングの防止に関する国際規約その

他関係法律の規定を踏まえ、ドーピングの

防止の重要性に対する国民の認識を深める

など、スポーツに対する国民の幅広い理解

及び支援が得られるよう推進されなければ

ならない。 

(令七法七一・一部改正) 

(国の責務) 

第三条 国は、前条の基本理念(以下「基本理

念」という。)にのっとり、スポーツに関す

る施策を総合的に策定し、及び実施する責

務を有する。 

(地方公共団体の責務) 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっと

り、スポーツに関する施策に関し、国との

連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、そ

の地域の特性に応じた施策を策定し、及び

実施する責務を有する。 

(スポーツ団体の努力) 

第五条 スポーツ団体は、スポーツの普及及

び競技水準の向上に果たすべき重要な役割

に鑑み、基本理念にのっとり、スポーツを

行う者の権利利益の保護、心身の健康の保

持増進及び安全の確保に配慮しつつ、スポ

ーツの推進に主体的に取り組むよう努める

ものとする。 

2 スポーツ団体は、自主的かつ自立的にスポ

ーツの振興のための事業を行うことができ

るよう、その運営基盤を強化し、健全な運

営の確保を図るよう努めるものとする。 

(令七法七一・一部改正) 

(国民の参加及び支援の促進) 

第六条 国、地方公共団体及びスポーツ団体

は、国民が健やかで明るく豊かな生活を享

受することができるよう、スポーツに対す

る国民の関心と理解を深め、スポーツへの

国民の参加及び支援を促進するよう努めな

ければならない。 

(関係者相互の連携及び協働) 

第七条 国、独立行政法人、地方公共団体、

学校、スポーツ団体及びスポーツ、文化芸

術その他の分野の民間事業者その他の関係

者は、基本理念の実現を図るため、相互に

連携を図りながら協働するよう努めなけれ

ばならない。 

(令七法七一・一部改正) 

(法制上の措置等) 

第八条 政府は、スポーツに関する施策を実

施するため必要な法制上、財政上又は税制

上の措置その他の措置を講じなければなら

ない。 

第二章 スポーツ基本計画等 

(スポーツ基本計画) 

第九条 文部科学大臣は、スポーツに関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、
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スポーツの推進に関する基本的な計画(以

下「スポーツ基本計画」という。)を定めな

ければならない。 

2 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、

又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、審議会等(国家行政組織法(昭和二

十三年法律第百二十号)第八条に規定する

機関をいう。以下同じ。)で政令で定めるも

のの意見を聴かなければならない。 

3 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、

又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、関係行政機関の施策に係る事項に

ついて、第三十条に規定するスポーツ推進

会議において連絡調整を図るものとする。 

(地方スポーツ推進計画) 

第十条 都道府県及び市(特別区を含む。以下

同じ。)町村の教育委員会(地方教育行政の

組織及び運営に関する法律(昭和三十一年

法律第百六十二号)第二十三条第一項の条

例の定めるところによりその長がスポーツ

に関する事務(学校における体育に関する

事務を除く。)を管理し、及び執行すること

とされた地方公共団体(以下「特定地方公共

団体」という。)にあっては、その長)は、

単独で又は共同して、スポーツ基本計画を

参酌して、その地方の実情に即したスポー

ツの推進に関する計画(以下「地方スポーツ

推進計画」という。)を定めるよう努めるも

のとする。 

2 地方スポーツ推進計画は、スポーツに関連

する他の計画と一体のものとして定めるこ

とができる。 

3 特定地方公共団体の長が地方スポーツ推

進計画を定め、又はこれを変更しようとす

るときは、あらかじめ、当該特定地方公共

団体の教育委員会の意見を聴かなければな

らない。 

(平二六法七六・令七法七一・一部

改正) 

第三章 基本的施策 

第一節 スポーツの推進のための

基礎的条件の整備等 

(指導者等の養成等) 

第十一条 国及び地方公共団体は、スポーツ

の指導者その他スポーツの推進に寄与する

人材(以下「指導者等」という。)の養成及

び資質の向上並びにその活用のため、系統

的な養成システムの開発又は利用への支援、

研究集会又は講習会(以下「研究集会等」と

いう。)の開催その他の必要な施策を講ずる

よう努めなければならない。 

(スポーツ施設の整備等) 

第十二条 国及び地方公共団体は、国民が身

近にスポーツに親しむことができるように

するとともに、競技水準の向上を図ること

ができるよう、スポーツ施設(スポーツの設

備を含む。以下同じ。)の整備、利用者の需

要に応じたスポーツ施設の運用の改善、ス

ポーツ施設への指導者等の配置その他の必

要な施策を講ずるよう努めなければならな

い。 

2 前項の規定によりスポーツ施設を整備す

るに当たっては、当該スポーツ施設の利用

の実態等に応じて、安全の確保を図るとと

もに、障害者等の利便性の向上を図るよう

努めるものとする。 

3 国及び地方公共団体は、スポーツ施設の整

備及び活用に当たっては、スポーツ施設、

他の施設及び周辺地域の総合的かつ複合的

な整備並びにスポーツ産業の事業者その他

の関係者との連携により、まちづくりとの

一体的な推進を図り、地域経済の活性化及

び地域内外の交流の促進等を通じて、活力

ある地域社会の形成に資するよう努めるも

のとする。 

(令七法七一・一部改正) 

(学校施設の利用) 

第十三条 学校教育法(昭和二十二年法律第
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二十六号)第二条第二項に規定する国立学

校及び公立学校並びに国(国立大学法人法

(平成十五年法律第百十二号)第二条第一項

に規定する国立大学法人を含む。)及び地方

公共団体(地方独立行政法人法(平成十五年

法律第百十八号)第六十八条第一項に規定

する公立大学法人を含む。)が設置する幼保

連携型認定こども園(就学前の子どもに関

する教育、保育等の総合的な提供の推進に

関する法律(平成十八年法律第七十七号)第

二条第七項に規定する幼保連携型認定こど

も園をいう。)の設置者は、その設置する学

校の教育に支障のない限り、当該学校のス

ポーツ施設を一般のスポーツのための利用

に供するよう努めなければならない。 

2 国及び地方公共団体は、前項の利用を容易

にさせるため、又はその利用上の利便性の

向上を図るため、当該学校のスポーツ施設

の改修、照明施設の設置その他の必要な施

策を講ずるよう努めなければならない。 

(平二四法六七・平二八法四七・一

部改正) 

(スポーツ事故の防止等) 

第十四条 国及び地方公共団体は、スポーツ

事故その他スポーツによって生じる外傷、

障害等の防止及びこれらの軽減に資するた

め、指導者等の研修、スポーツ施設の整備、

スポーツの実施のための環境の整備、スポ

ーツにおける心身の健康の保持増進及び安

全の確保に関する知識(スポーツ用具の適

切な使用に係る知識を含む。)の普及その他

の必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

2 国及び地方公共団体は、前項の措置を講ず

るに当たっては、気候の変動への対応に特

に留意しなければならない。 

(令七法七一・一部改正) 

第十五条 削除 

(令七法七一) 

(スポーツに関する科学的研究の推進等) 

第十六条 国は、医学、歯学、薬学、生理学、

栄養学、法学、経済学、社会学、心理学、

倫理学、教育学等のスポーツに関する諸科

学を総合して実際的及び基礎的な研究を推

進し、これらの研究の成果を活用してスポ

ーツに関する施策の効果的な推進を図るも

のとする。この場合において、研究体制の

整備、国、独立行政法人、大学、スポーツ

団体、民間事業者等の間の連携の強化その

他の必要な施策を講ずるものとする。 

2 国は、我が国のスポーツの推進を図るため、

スポーツの実施状況並びに競技水準の向上

を図るための調査研究の成果及び取組の状

況に関する情報その他のスポーツに関する

国の内外の情報の収集、整理及び活用につ

いて必要な施策を講ずるものとする。 

(令七法七一・一部改正) 

(スポーツの推進に寄与する情報通信技術

の活用) 

第十六条の二 国は、スポーツの推進に寄与

する情報通信技術の活用のための環境の整

備、当該情報通信技術の活用を支援する人

材の確保及び当該情報通信技術の活用に関

する調査研究の推進に必要な施策を講ずる

ものとする。 

2 地方公共団体は、前項の国の施策を勘案し、

その地方公共団体の地域の状況に応じたス

ポーツの推進に寄与する情報通信技術の活

用のための施策の推進を図るよう努めるも

のとする。 

3 スポーツ団体は、スポーツの振興のための

事業の状況に応じ、その事業活動に寄与す

る情報通信技術の活用に努めるものとする。 

(令七法七一・追加) 

(発達段階に応じて継続的に多様なスポー

ツに親しむ機会の確保) 

第十六条の三 国、地方公共団体及びスポー

ツ団体は、幼児、児童、生徒、学生等のス
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ポーツを取り巻く環境等を踏まえ、相互に

連携を図りながら、これらの者がその発達

段階に応じて学校の内外を問わず継続的に

多様なスポーツに親しむ機会を確保するた

めに必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。 

(令七法七一・追加) 

(学校における体育の充実) 

第十七条 国及び地方公共団体は、学校にお

ける体育が青少年の心身の健全な発達に資

するものであり、かつ、スポーツに関する

技能及び生涯にわたってスポーツに親しむ

態度を養う上で重要な役割を果たすもので

あることに鑑み、体育に関する指導の充実、

体育館、運動場、水泳プール、武道場その

他のスポーツ施設の整備、体育に関する教

員の資質の向上、地域におけるスポーツの

指導者等の活用その他の必要な施策を講ず

るよう努めなければならない。 

(中学校の生徒が継続的にスポーツに親し

む機会の確保) 

第十七条の二 地方公共団体は、中学校(義務

教育学校の後期課程、中等教育学校の前期

課程及び特別支援学校の中学部を含む。以

下この項において同じ。)の生徒の数の減少

及びこれに伴う中学校の部活動の実施に係

る状況を踏まえ、中学校の生徒が継続的に

多様なスポーツに親しむことができるよう、

地域の実情に応じて、学校、住民が主体的

に運営するスポーツ団体(第二十一条及び

第二十二条第一項において「地域スポーツ

クラブ」という。)その他の団体との緊密な

連携の下に、中学校の生徒が地域において

スポーツに親しむ機会を確保するために必

要な施策を講ずるよう努めなければならな

い。 

2 国は、地方公共団体に対し、前項の施策の

円滑な実施のために必要な助言、指導、経

費の補助その他の援助を行うよう努めるも

のとする。 

(令七法七一・追加) 

(高等学校の生徒のスポーツの推進) 

第十七条の三 国、地方公共団体及びスポー

ツ団体は、高等学校(中等教育学校の後期課

程及び特別支援学校の高等部を含む。以下

この条において同じ。)の生徒のスポーツが

人格の形成及びスポーツの普及のみならず、

競技水準の向上の基盤の強化等においても

重要な役割を果たすことに鑑み、相互に連

携を図りながら、高等学校の生徒のスポー

ツの推進に必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

(令七法七一・追加) 

(大学におけるスポーツの推進等) 

第十七条の四 国は、大学におけるスポーツ

がスポーツの普及、競技水準の向上、スポ

ーツへの国民の参加の促進及び地域振興を

図る上で重要な役割を果たすものであるこ

とに鑑み、大学におけるスポーツの推進及

びスポーツに関する教育研究の推進に必要

な施策を講ずるものとする。 

(令七法七一・追加) 

(スポーツ産業の事業者との連携等) 

第十八条 国は、スポーツの普及、競技水準

の向上、スポーツへの国民の参加の促進及

び地域振興を図る上でスポーツ産業の事業

者が果たす役割の重要性に鑑み、スポーツ

を通じた活力に満ちた国民経済及び地域経

済の発展並びにスポーツの更なる振興に資

するよう、スポーツ団体とスポーツ産業の

事業者との連携及び協力の促進その他の必

要な施策を講ずるものとする。 

(令七法七一・一部改正) 

(スポーツに係る国際的な交流及び貢献の

推進) 

第十九条 国及び地方公共団体は、スポーツ

選手及び指導者等の派遣及び招へい、スポ

ーツに関する国際団体への人材の派遣、国
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際競技大会及び国際的な規模のスポーツの

研究集会等の開催その他のスポーツに係る

国際的な交流及び貢献を推進するために必

要な施策を講ずることにより、我が国の競

技水準の向上を図るよう努めるとともに、

環境の保全に留意しつつ、国際相互理解の

増進及び国際平和に寄与するよう努めなけ

ればならない。 

(顕彰) 

第二十条 国及び地方公共団体は、スポーツ

の競技会において優秀な成績を収めた者及

びスポーツの発展に寄与した者の顕彰に努

めなければならない。 

第二節 多様なスポーツの機会の

確保のための環境の整備 

(地域におけるスポーツの振興のための事

業への支援等) 

第二十一条 国及び地方公共団体は、国民が

その興味又は関心に応じて身近にスポーツ

に親しむことができるよう、地域スポーツ

クラブが行う地域におけるスポーツの振興

のための事業への支援、住民が安全かつ効

果的にスポーツを行うための指導者等の配

置、住民が快適にスポーツを行い相互に交

流を深めることができるスポーツ施設の整

備その他の必要な施策を講ずるよう努めな

ければならない。 

(令七法七一・一部改正) 

(多様な需要に応じたスポーツを楽しむ機

会等の確保) 

第二十一条の二 国及び地方公共団体は、多

様な需要に応じてスポーツを楽しむ機会等

を確保するとともに、これを通じて、スポ

ーツ産業の事業者その他の事業者の事業機

会の増大及び地域経済の活性化を図るため、

スポーツを楽しむ機会等に関連する良質か

つ付加価値の高いサービスの提供に必要な

環境の整備その他の必要な施策を講ずるよ

う努めなければならない。 

(令七法七一・追加) 

(スポーツ行事の実施及び奨励) 

第二十二条 地方公共団体は、広く住民が自

主的かつ積極的に参加できるような運動会、

競技会、体力テスト、スポーツ教室等のス

ポーツ行事を実施するよう努めるとともに、

地域スポーツクラブその他の者がこれらの

行事を実施するよう奨励に努めなければな

らない。 

2 国は、地方公共団体に対し、前項の行事の

実施に関し必要な援助を行うものとする。 

(スポーツの日の行事) 

第二十三条 国及び地方公共団体は、国民の

祝日に関する法律(昭和二十三年法律第百

七十八号)第二条に規定するスポーツの日

において、国民の間に広くスポーツについ

ての関心と理解を深め、かつ、積極的にス

ポーツを行う意欲を高揚するような行事を

実施するよう努めるとともに、広く国民が

あらゆる地域でそれぞれその生活の実情に

即してスポーツを行うことができるような

行事が実施されるよう、必要な施策を講じ、

及び援助を行うよう努めなければならない。 

(平三〇法五七・一部改正) 

(野外活動及びスポーツ・レクリエーション

活動の普及奨励) 

第二十四条 国及び地方公共団体は、心身の

健全な発達、生きがいのある豊かな生活の

実現等のために行われるハイキング、サイ

クリング、キャンプ活動その他の野外活動

及びスポーツとして行われるレクリエーシ

ョン活動(以下この条において「スポーツ・

レクリエーション活動」という。)を普及奨

励するため、野外活動又はスポーツ・レク

リエーション活動に係るスポーツ施設の整

備、住民の交流の場となる行事の実施その

他の必要な施策を講ずるよう努めなければ

ならない。 

(情報通信技術を活用したスポーツの機会



資料-15 

の充実) 

第二十四条の二 国及び地方公共団体は、ス

ポーツ団体と連携して、情報通信技術を活

用したスポーツの機会の充実が図られるよ

う努めなければならない。 

2 スポーツ団体は、前項の連携に当たっては、

特に、スポーツを行う者の心身の健康の保

持増進及び安全の確保に配慮しつつ、スポ

ーツに関するあらゆる活動を公正かつ適切

に実施することを旨として、当該連携を行

うよう努めなければならない。 

(令七法七一・追加) 

第三節 競技水準の向上等 

(優秀なスポーツ選手の育成等) 

第二十五条 国は、優秀なスポーツ選手を確

保し、及び育成するため、スポーツ団体が

行う合宿、国際競技大会又は全国的な規模

のスポーツの競技会へのスポーツ選手及び

指導者等の派遣、優れた資質を有する青少

年に対する指導その他の活動への支援、ス

ポーツ選手の競技技術の向上及びその効果

の十分な発揮を図る上で必要な環境の整備

その他の必要な施策を講ずるものとする。 

2 国は、優秀なスポーツ選手及び指導者等が、

生涯にわたりその有する能力を幅広く社会

に生かすことができるよう、社会の各分野

で活躍できる知識及び技能の習得に対する

支援並びに活躍できる環境の整備の促進そ

の他の必要な施策を講ずるものとする。 

(国民スポーツ大会及び全国障害者スポー

ツ大会) 

第二十六条 国民スポーツ大会は、公益財団

法人日本スポーツ協会(昭和二年八月八日

に財団法人大日本体育協会という名称で設

立された法人をいう。第三項及び第二十九

条の五第一項において同じ。)、国及び開催

地の都道府県が共同し、各運動競技に係る

スポーツ団体と連携して開催するものとし、

これらの開催者が定める方法により選出さ

れた選手が参加して総合的に運動競技をす

るものとするとともに、広く国民がスポー

ツに親しむ機会を提供することにより、地

域振興に資するものとする。 

2 全国障害者スポーツ大会は、公益財団法人

日本パラスポーツ協会(昭和四十年五月二

十四日に財団法人日本身体障害者スポーツ

協会という名称で設立された法人をいう。

以下同じ。)、国及び開催地の都道府県が共

同し、各運動競技に係るスポーツ団体と連

携して開催するものとし、これらの開催者

が定める方法により選出された選手が参加

して総合的に運動競技をするものとすると

ともに、広く国民がスポーツに親しむ機会

を提供することにより、地域振興に資する

ものとする。 

3 国は、国民スポーツ大会及び全国障害者ス

ポーツ大会の円滑な実施及び運営に資する

ため、これらの開催者である公益財団法人

日本スポーツ協会又は公益財団法人日本パ

ラスポーツ協会及び開催地の都道府県に対

し、必要な援助を行うものとする。 

(平三〇法五六・令七法七一・一部

改正) 

(国際競技大会の招致又は開催の支援等) 

第二十七条 国は、国際競技大会の我が国へ

の招致又はその開催が円滑になされるよう、

環境の保全に留意しつつ、そのための社会

的気運の醸成、当該招致又は開催に必要な

資金の確保、国際競技大会に参加する外国

人の受入れ等に必要な特別の措置を講ずる

ものとする。 

2 国は、国際競技大会の我が国への招致又は

その開催が適正になされるよう、当該国際

競技大会の実施及び運営を行うことを目的

とする法人の運営の透明性の確保及び当該

招致又は開催に係る人材の育成に必要な施

策を講ずるものとする。 

3 国は、公益財団法人日本オリンピック委員



資料-16 

会(平成元年八月七日に財団法人日本オリ

ンピック委員会という名称で設立された法

人をいう。第二十九条の五第一項において

同じ。)、公益財団法人日本パラスポーツ協

会その他のスポーツ団体が行う国際的な規

模のスポーツの振興のための事業に関し必

要な措置を講ずるに当たっては、当該スポ

ーツ団体との緊密な連絡を図るものとする。 

(平三〇法五六・令七法七一・一部

改正) 

(企業等によるスポーツへの支援) 

第二十八条 国は、スポーツの普及、競技水

準の向上、スポーツへの国民の参加の促進

及びスポーツを通じた地域振興を図る上で

企業等が果たす役割の重要性に鑑み、企業

等によるスポーツへの支援に必要な施策を

講ずるものとする。 

(令七法七一・一部改正) 

第四節 スポーツの公正及び公平

の確保等 

(令七法七一・節名追加) 

(暴力等の防止) 

第二十九条 国及び地方公共団体は、スポー

ツを行う者に対する、暴力、優越的な関係

を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたもの、性的な言動(性的

な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物

に記録された性的な姿態の影像に係る電磁

的記録の消去等に関する法律(令和五年法

律第六十七号)第二条から第六条までの罪

に当たる行為を含む。)、インターネット上

の誹謗
ひぼう

中傷等(次項において「暴力等」とい

う。)によりスポーツを行う者の環境が害さ

れることのないよう、必要な措置を講じな

ければならない。 

2 スポーツ団体は、その行う事業について、

スポーツを行う者に対する暴力等によりス

ポーツを行う者の環境が害されることのな

いよう努めるものとする。 

(令七法七一・全改) 

(スポーツに係る競技の不正な操作等の防

止) 

第二十九条の二 国は、スポーツ団体と連携

して、スポーツに係る競技の不正な操作そ

の他これに関連する違法行為又は不正行為

により、スポーツにおける公正な環境が害

されることのないよう、必要な措置を講ず

るよう努めるものとする。 

(令七法七一・追加) 

(ドーピング防止活動の推進) 

第二十九条の三 国は、スポーツにおけるド

ーピングの防止に関する国際規約に従って

ドーピングの防止活動を実施するため、公

益財団法人日本アンチ・ドーピング機構(平

成十三年九月十六日に財団法人日本アン

チ・ドーピング機構という名称で設立され

た法人をいう。)その他の関係機関と連携を

図りつつ、ドーピングの検査、ドーピング

の防止に関する教育及び啓発並びに調査及

び研究その他のドーピングの防止活動の実

施に係る体制の整備、国際的なドーピング

の防止に関する機関等への支援その他の必

要な施策を講ずるものとする。 

(令七法七一・追加) 

(スポーツに関する紛争の迅速かつ適正な

解決) 

第二十九条の四 国は、スポーツに関する紛

争の仲裁又は調停の中立性及び公正性が確

保され、スポーツを行う者の権利利益の保

護が図られるよう、スポーツに関する紛争

の仲裁又は調停を行う機関への支援、仲裁

人等の資質の向上、紛争解決手続について

のスポーツ団体の理解の増進その他のスポ

ーツに関する紛争の迅速かつ適正な解決に

資するために必要な施策を講ずるものとす

る。 

2 スポーツ団体は、スポーツに関する紛争に
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ついて、迅速かつ適正な解決に努めるもの

とする。 

(令七法七一・追加) 

(スポーツ団体の組織運営の状況について

の報告等) 

第二十九条の五 国は、公益財団法人日本ス

ポーツ協会、公益財団法人日本オリンピッ

ク委員会及び公益財団法人日本パラスポー

ツ協会に対し、それぞれに加盟する全国的

な規模のスポーツ団体の組織運営に関する

指導等の状況について報告を求め、必要に

応じ、助言を行うものとする。 

2 スポーツ団体は、第九条第二項の政令で定

める審議会等の意見を聴いてスポーツ庁長

官が定めるスポーツ団体の適正な運営に関

する指針に基づき、その事業活動に関し、

自らが遵守すべき基準を作成し、当該指針

に従って講じた措置の状況等を公表するこ

と等により、その運営の公正性及び透明性

の確保を図るよう努めるものとする。 

(令七法七一・追加) 

第四章 スポーツの推進に係る体制

の整備 

(スポーツ推進会議) 

第三十条 政府は、スポーツに関する施策の

総合的、一体的かつ効果的な推進を図るた

め、スポーツ推進会議を設け、文部科学省

及び厚生労働省、経済産業省、国土交通省

その他の関係行政機関相互の連絡調整を行

うものとする。 

(都道府県及び市町村のスポーツ推進審議

会等) 

第三十一条 都道府県及び市町村に、地方ス

ポーツ推進計画その他のスポーツの推進に

関する重要事項を調査審議させるため、条

例で定めるところにより、審議会その他の

合議制の機関(以下「スポーツ推進審議会

等」という。)を置くことができる。 

(スポーツ推進委員) 

第三十二条 市町村の教育委員会(特定地方

公共団体にあっては、その長)は、当該市町

村におけるスポーツの推進に係る体制の整

備を図るため、社会的信望があり、スポー

ツに関する深い関心と理解を有し、及び次

項に規定する職務を行うのに必要な熱意と

能力を有する者の中から、スポーツ推進委

員を委嘱するものとする。 

2 スポーツ推進委員は、当該市町村における

スポーツの推進のため、教育委員会規則(特

定地方公共団体にあっては、地方公共団体

の規則)の定めるところにより、スポーツの

推進のための事業の実施に係る連絡調整並

びに住民に対するスポーツの実技の指導そ

の他スポーツに関する指導及び助言を行う

ものとする。 

3 スポーツ推進委員は、非常勤とする。 

第五章 国の補助等 

(国の補助) 

第三十三条 国は、地方公共団体に対し、予

算の範囲内において、政令で定めるところ

により、次に掲げる経費について、その一

部を補助する。 

一 国民スポーツ大会及び全国障害者スポ

ーツ大会の実施及び運営に要する経費で

あって、これらの開催地の都道府県にお

いて要するもの 

二 その他スポーツの推進のために地方公

共団体が行う事業に要する経費であって

特に必要と認められるもの 

2 国は、学校法人に対し、その設置する学校

のスポーツ施設の整備に要する経費につい

て、予算の範囲内において、その一部を補

助することができる。この場合においては、

私立学校振興助成法(昭和五十年法律第六

十一号)第十一条から第十三条までの規定

の適用があるものとする。 

3 国は、スポーツ団体であってその行う事業

が我が国のスポーツの振興に重要な意義を
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有すると認められるものに対し、当該事業

に関し必要な経費について、予算の範囲内

において、その一部を補助することができ

る。 

(平三〇法五六・一部改正) 

(地方公共団体の補助) 

第三十四条 地方公共団体は、スポーツ団体

に対し、その行うスポーツの振興のための

事業に関し必要な経費について、その一部

を補助することができる。 

(審議会等への諮問等) 

第三十五条 国又は地方公共団体が第三十三

条第三項又は前条の規定により社会教育関

係団体(社会教育法(昭和二十四年法律第二

百七号)第十条に規定する社会教育関係団

体をいう。)であるスポーツ団体に対し補助

金を交付しようとする場合には、あらかじ

め、国にあっては文部科学大臣が第九条第

二項の政令で定める審議会等の、地方公共

団体にあっては教育委員会(特定地方公共

団体におけるスポーツに関する事務(学校

における体育に関する事務を除く。)に係る

補助金の交付については、その長)がスポー

ツ推進審議会等その他の合議制の機関の意

見を聴かなければならない。この意見を聴

いた場合においては、同法第十三条の規定

による意見を聴くことを要しない。 

(スポーツの振興のために必要な資金等) 

第三十六条 国は、スポーツの振興を通じて

これに関する知識、人材及び資金の好循環

を実現するよう努めなければならない。 

2 国は、スポーツを支える者の協力の下に、

地方公共団体又はスポーツ団体が行うスポ

ーツの振興を目的とする事業に要する資金

その他のスポーツの振興のために必要な資

金を得るための措置を講ずるものとする。 

3 前項の資金の支給を受ける地方公共団体

又はスポーツ団体は、当該資金に係る事業

を通じて、社会の発展及び地域振興に貢献

するよう努めるものとする。 

(令七法七一・追加) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から起算して

六月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。 

(平成二三年政令第二三一号で平成

二三年八月二四日から施行) 

(スポーツに関する施策を総合的に推進す

るための行政組織の在り方の検討) 

第二条 政府は、スポーツに関する施策を総

合的に推進するため、スポーツ庁及びスポ

ーツに関する審議会等の設置等行政組織の

在り方について、政府の行政改革の基本方

針との整合性に配慮して検討を加え、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものと

する。 

(スポーツの振興に関する計画に関する経

過措置) 

第三条 この法律の施行の際現に改正前のス

ポーツ振興法第四条の規定により策定され

ている同条第一項に規定するスポーツの振

興に関する基本的計画又は同条第三項に規

定するスポーツの振興に関する計画は、そ

れぞれ改正後のスポーツ基本法第九条又は

第十条の規定により策定されたスポーツ基

本計画又は地方スポーツ推進計画とみなす。 

(スポーツ推進委員に関する経過措置) 

第四条 この法律の施行の際現に改正前のス

ポーツ振興法第十九条第一項の規定により

委嘱されている体育指導委員は、改正後の

スポーツ基本法第三十二条第一項の規定に

より委嘱されたスポーツ推進委員とみなす。 

―――――――――― 

○子ども・子育て支援法及び就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律の施行に伴う関
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係法律の整備等に関する法律(平成

二四法律六七)抄 

(政令への委任) 

第七十三条 この法律に定めるもののほか、

この法律の施行に関し必要な経過措置は、

政令で定める。 

附 則 (平成二四年八月二二日法律

第六七号) 抄 

この法律は、子ども・子育て支援法の施行

の日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(施行の日＝平成二七年四月一日) 

一 第二十五条及び第七十三条の規定 公

布の日 

―――――――――― 

附 則 (平成二六年六月二〇日法律

第七六号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日

から施行する。 

附 則 (平成二八年五月二〇日法律

第四七号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日

から施行する。 

附 則 (平成三〇年六月二〇日法律

第五六号) 抄 

(施行期日) 

1 この法律は、平成三十五年一月一日から施

行する。ただし、第二十六条第一項の改正

規定(「国民体育大会」を「国民スポーツ大

会」に改める部分を除く。)、同条第二項の

改正規定及び同条第三項の改正規定(「国民

体育大会」を「国民スポーツ大会」に改め

る部分を除く。)並びに第二十七条第二項の

改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則 (平成三〇年六月二〇日法律

第五七号) 抄 

(施行期日) 

1 この法律は、平成三十二年一月一日から施

行する。 

附 則 (令和七年六月二〇日法律第

七一号) 

この法律は、公布の日から起算して三月を

超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、第一条中スポーツ基本法

第二十六条の見出しの改正規定、同条第二項

の改正規定(「全国障害者スポーツ大会」を「全

国パラスポーツ大会」に改める部分に限る。)

及び同条第三項の改正規定(「全国障害者スポ

ーツ大会」を「全国パラスポーツ大会」に改

める部分に限る。)並びに同法第三十三条第一

項第一号の改正規定は、令和十三年一月一日

から施行する。 
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 あ行                                 

 

アーバンスポーツ…P6,28 

スケートボード、パルクールなどのスタジア

ムやアリーナ等の施設を必要とせず、都市の

街中の小さなスペースでも始められる「都市

型スポーツ」のこと。 

 

アウトドアスポーツ…P6 

野外で活動する運動の総称。一般的には自然

の中で活動すること。 

 

アダプテッドスポーツ…P6,15,16,18 

障がい者や高齢者、子どもあるいは女性等が

参加できるように修正された、新たに創られ

た多世代型スポーツのこと。 

 

アドバンテージ…P21,22 

前進や優位性という意味。 

 

アマチュアスポーツ…P19 

職業ではなく、趣味や余技として行う人のこ

と。 

 

e スポーツ…P28 

エレクトロニック・スポーツの略で、コンピ

ューターゲームを、スポーツ・競技として捉

える際の名称。 

 

AI 技術…P28 

人工知能のことで、人間の知的ふるまいの一

部をソフトウェアを用いて人工的に再現した

もの。 

 

 

 

 

 

 

 

 か行                  

 

学校施設（体育館）開放事業…P24 

市民の自主的なスポーツ活動を促進して明る 

く豊かな生活に寄与するため、学校教育に支 

障のない範囲で体育施設を市民に開放するこ

と。 

 

 さ行                  

 

障がい者スポーツ…P15,16,18 

身体・知的障がいなどの障がいのある人が行

うスポーツのこと。 

 

食育…P19 

食に関する知識と食を選択する力を習得し、

健全な食生活を実践することができる人を育

てること。 

 

スケートボード…P28 

一枚板に車輪がついた乗り物。 

 

スポーツアカデミー事業…P21,22 

未来のアスリートを育成するために、幼少期

から小学生までを対象としたスポーツ塾や強

化教室。 

 

スポーツクライミング…P28 

垂直に近い地形や人工物等を自らの手、足、

体、もしくは登攀用道具を使用して登るスポ

ーツのこと。 

 

スポーツコミュニティ…P25,27 

スポーツを通じて生まれたある一定の地域的

広がり 

 

  

用語解説 



資料-21 

スポーツツーリズム…P26 

スポーツを見に行くための旅行およびそれに

伴う周辺観光や、スポーツを支える人々との

交流などスポーツに関わる様々な旅行のこと 

 

スポーツボランティア…P6,10,14,19,20,30 

スポーツイベントなどの運営を支えるために

専門的な能力や時間を提供し、奉仕活動をす

る人々のこと。 

 

スポーツライフ…12,14,15 

スポーツを「する」ことを楽しんだり、テレ

ビやスタジアムで「みる」ことや、ボランテ

ィアとしてスポーツを「ささえる」など様々

な方法でスポーツに関わりをもつ生活のこと。 

 

 た行                  

 

長寿社会…P3 

高齢社会の別称。平均寿命の延びが高齢者の

死亡率低下（長寿）によるところが大きい側

面を表す。 

 

 な行                  

 

ネットワーク…P18,31 

人や組織などをつなげるしくみのこと。 

 

 は行                  

 

BMX…P28 

自転車競技の一種で、速さや技を競う競技。 

 

ＰＤＣＡサイクル…P31 

Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）

→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことに

よって、業務を継続的に改善すること。 

 

 

 

プラットフォーム…P28,29 

物やサービスを利用する人と、提供者をつな

ぐ場のこと 

 

プロスポーツ…P6,14,17,21,25,26,27 

プロフェッショナルスポーツのことで、スポ

ーツをする能力が高く、それにより報酬を得

ているプロフェッショナル選手やその指導者

などで構成されたスポーツ・スポーツ組織の

こと。 

 

 ら行                  

 

ライフスタイル…P6,12 

人生観、価値観、習慣などを含めた個人の生

き方。 

 

ライフステージ…P15,16,17 

人間の一生における幼年期・児童期・ 青年期・

壮年期・老年期などのそれぞれの段階。 

 

レクリエーション…P14,27 

仕事、勉強の疲れを、休養や楽しみで回復を

すること。 
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